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●物価上昇を上回る賃上げに向けて、賃上

げに取り組む事業者への支援、価格転嫁

を促すための啓発を実施

（8億6,700万円）

●保育、介護、障害福祉施設職員の処遇改善 

　（R7当初予算15億6,600万円、R6最終補正予算

22億4,100万円）

●経営改善に取り組む交通事業者の業務効

率化などの取り組みを支援

 （3億8,800万円）

●物価高対策として、価格転嫁が困難な医

療・福祉施設や学校への支援、LPガス料

金の軽減などを実施

（R6最終補正予算26億7,000万円）

●グローバル企業のフラッグシップ（主力）

拠点の誘致に向けて、最大100億円に補

助メニューを拡充 （56億400万円）

●優秀な外国人材を確保するため、インド

の大学と連携した日本語講座の運営など

を実施 （1億9,200万円）

●耐震基準を満たさない木造住宅の耐震化

への支援 （1億500万円）

●流域治水対策のための田んぼダムの整備

を促進 （5億9,800万円）

●歯と口腔の健康づくりのため、就学前施

設や小学校におけるフッ化物洗口の取り

組みを支援 （5,200万円）

●保険適用外となる先進医療を用いた不妊

治療への支援 （1,800万円）

●県立中央看護専門学校の４年制化や県立

産業技術短期大学校（IT短大）の大学校化

により、専門性の高い人材を育成

（18億1,300万円）

●（仮称）神栖特別支援学校を整備し、児童

生徒の長距離通学を解消 （13億3,000万円）

●県北の地域資源を活かした新たなアウト

ドアスポーツイベントの開催などにより、

国内外からの誘客を促進 （1億5,600万円）

●海外販路開拓にチャレンジするものづく

り企業を伴走支援 （1億1,900万円）

「新しい安心安全」への
チャレンジ
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「新しい人財育成」への
チャレンジ
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「新しい夢・希望」への
チャレンジ
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令和 7 年度一般会計予算の内訳

歳　入 歳　出

歳  入  総  額

1兆2,637億円

歳  出  総  額

1兆2,637億円

35％県税
4，380億円

16％
地方交付税
2，034億円

12％
地方消費税清算金
1，489億円

5％
地方譲与税
625億円

3％
総務費
378億円

9％

22％
教育費
2，809億円

12％
公債費
1，494億円

15％

諸支出金
1,860億円

11％
保健医療費
1，423億円

5％
警察費
675億円

11％
国庫支出金
1，361億円

諸収入
1，171億円

6％
県債
759億円

6％その他 818億円
・繰入金・使用料及び手数料
・分担金及び負担金・繰越金
・財産収入・地方特例交付金
・寄附金・交通安全対策特別交付金

6％その他 699億円
・企画開発費・立地推進費・生活環境費
・防災・危機管理費・営業戦略費
・労働費・議会費・予備費・災害復旧費

8％
商工費
980億円

3％
農林水産業費
410億円

8％
土木費
995億円

7％
福祉費
914億円

主 な 事 業

経済の好循環に向けた
緊急対策

1  「新しい豊かさ」への
チャレンジ
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